
令和６年度テレワーク定着促進フォローアップ助成金

支給決定後～実績報告書作成ガイド

本資料は、「令和６年度テレワーク定着促進フォローアップ助成金募集要項（P9～10、P23
～25 ）」に記載する「支給決定後～実績報告」に関する手続きにおいて、特にご注意いただき
たい点をまとめた補足資料です。

実績報告書類の作成にあたっては、必ず最新の令和６年度募集要項（郵送の手引き・電子
申請の手引き）をご確認ください。

企業支援部 雇用環境整備課
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１．実績報告とは

支給決定を受けた事業に対して、

①整備されたか・・・購入根拠等の確認/申請どおりか/変更内容の確認

②整備環境をテレワークで活用できているか・・・課題解決対象者のテレワーク勤務時のツール利用状況確認

③環境整備によってどのような効果が得られたか・・・効果の確認

を報告するものです。

支給決定事業者は、①～③を報告するため、定められた期間内に、必要な書類を揃える必要があります。

実績報告の審査をもって、助成額が確定します。

本ガイドでは、実績報告書類作成について簡単にまとめています。
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（１）
事業実施

2

（２）
実績報告



２．支給決定後に実施すること（１）事業実施

■支給決定通知書に同封している「実施上の主な注意点（重要）」をよくお読みください。

①環境整備の完了：支給決定日～事業実施完了期限までの間に、支給決定したツール等の発注・

契約・購入や委託作業を全て完了してください。

②整備した環境下でテレワークの実施：事業実施完了期限までの間に、整備したテレワーク環境を活用して

課題解決対象者1名以上が、課題解決のためのツール等を１回以上使用した実績が必要です。

（誰がいつツールを利用したか）

ツールを使用したことがわかる資料について、詳細は、本資料の13～14頁「４．履行確認書類（３）導入ツー
ル等の利用状況の確認資料」をご確認ください。

例

ここに記載されている期限までに
下記①②を実施してください。

※なお、必ず支給決定後に発注等をしてください。
支給決定前に発注すると対象外となります。

※左の例は郵送申請の場合です。
交付決定時にお渡ししている「実施上の主な注意点（重要）」
記載の内容をご確認ください。

3



事業実施後は、

③ 事業の効果を確認し、経費の支払を行ったのち、実績報告書一式を作成してください。
④ 実績報告書提出期限（支給決定日から5か月以内）までに書類一式を提出してください。

※経費の支払は原則として口座振込で行ってください。
※助成対象事業者名義以外の口座からの支払は助成対象外です。
※実績報告書提出日時点で助成対象事業者名義での支払が完了していない場合、助成対象外です。

ここに記載されている期限までに
下記③④を実施してください。

※①、②および支払いが完了すれば提出可能です。

※左の例は郵送申請の場合です。
交付決定時にお渡ししている「実施上の主な注意点
（重要）をご確認ください。
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２．支給決定後に実施すること（２）実績報告書の提出

例



■実績報告の提出書類（いずれも全て写し可）

※募集要項P23～25を必ず確認すること

番号 名称 入手方法・書類概要

①
実績報告書（様式第7号）
（別紙）事業所一覧

ホームページから所定の様式（令和６年度テレワーク定着促進フォローアップ助成金のもの）
をダウンロードしてください。
※ホームページに掲載している「記入例」を参考に作成してください。

テレワーク環境構築結果と、その具体的な効果を記載
してください。

支給決定した事業の取組内容についての変更は原則と
して認められません。
機器欠品等により、支給申請書に記載の機器等が手配
できない場合には、代替品購入前に財団への確認連絡
（変更ツール／機器の見積書・カタログを送付）を
お願いします。
（事前に財団確認のない機器等の変更は、原則として
助成対象外になります）

３．実績報告書一式の作成（１）実績報告書

5



番号 名称 入手方法・書類概要

② 見積書

支給申請時から変更がなければ、支給申請時の見積書の写しで可

※ 支給決定時から発注先が変更になった場合は新たな見積書の提出が必要

③ 発注書（申込書）

発注（申込み）の日付、発注者名（申請企業の名称）、受注者名（受注した企業の名称）、
発注内容がわかるもの

※（ネット注文の場合）受注確認メール等
※（店頭購入の場合）領収書等で上記内容が確認できれば発注書は不要

④
契約書
※契約締結が発生する場合のみ提出

契約の日付、契約者名（申請企業の名称）、受注者名（受注した企業の名称）、契約内容
（契約の仕様）がわかる書類

発注書例

受注者名（受注した企業の名称）

発注日 ※支給決定日
より前に発注している場合、
助成対象外になります。

発注者名（申請企業の
名称）

実績報告書（様式第7号）

実績報告書の申請No.を発注
書に記入してください

３．実績報告書一式の作成（２）見積書・発注書・契約書
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番号 名称 入手方法・書類概要

⑤

委託完了届（業務報告書）

申請企業の名称、委託作業を行った企業の名称、委託作業の実施内容、委託作業の
履行場所、履行完了日、納品物等が確認可能なものであること

※作業が履行されたことが確認できる書類を添付してください。
（詳細は、本資料の12頁「４.履行確認書類（２）委託の成果物」をご確認ください。）

納品書 納品日、納品場所、納品物がわかる書類

委託完了届の例
申請企業の名称

委託作業を行った企業の名称

発注者のサインか発注企業の確認印が必須

納品書の例

納品場所
※「納品書の送付
先」ではありません。
※記載がない場合、
送り状等納品場
所がわかる書類を
追加提出

納品日

３．実績報告書一式の作成（３）委託完了届・納品書
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実績報告書の申請No.を記入
してください

No.8



番号 名称 入手方法・書類概要

⑥ 請求書

請求日、請求金額、請求内容（品番・品名、単価、数量、総額）、請求先
がわかる書類

※支払金額の根拠となる全ての請求書を提出してください（申請外機器と合算して支払いをしている場合、
申請外分を含めすべての請求書を提出）
※（ネット注文の場合）上記内容が記載されたメールの写しも可

請求書の例

・請求内容（品名・品番、単価、数量、総額）

実績報告書（様式第7号）

実績報告書の申請No.を請求書に記入してください
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３．実績報告書一式の作成（４）請求書



実績報告書（様式第7号）

番号 名称 入手方法・書類概要

⑦ 領収書又は口座振込の控え等支払を確認できるもの

支給決定した内容について、実績報告までの間に金銭の収受を行ったこ
とが確認できる内容であること（契約内容や納品物の詳細、単価、金
額等が具体的に確認でき、請求書との関連付けがわかること）。

※助成対象事業者名義以外の口座からの支払は助成対象外です。
※実績報告書提出日時点で助成対象事業者名義での支払が完了していな
い場合、助成対象外です。

※経費の支払は原則として口座振込で行ってください。ネットバンキングの場合、
振込完了後（振込指定日以降に発行）の取引明細照会画面、入出金明
細一覧等で可

⑧ その他支給決定を受けた経費に掛かる支払証拠書類 財団職員の求めがあった場合、必要に応じて提出

３．実績報告書一式の作成（５）支払を確認できる書類

領収書の例
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実績報告日までに支払を終えて
いない場合、助成対象外です
※月額使用料等も同様です。

実績報告書の申請No.を記入してください



（注意）物品購入等により付与されたポイント分の減額について
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■ツール等の購入時、店舗発行のポイントカード等によるポイントやクレジットカードのポイントを取得した

場合、現金換算したポイント分は減額となります ※募集要項 P15 Ⅲ助成科目について≪助成対象外経費≫⑬

「ポイント→円換算がわかる資料」
「ポイントが付与されたことがわかる資料」を
提出してください。



番号 名称 入手方法・書類概要

①

導入ツール、購入物品、利用ソフト等の写真
※実績報告書の申請機器No.を記入してください

・機器購入の場合
：購入した機器の写真（すべての台数分の機器を箱から出し、１枚の写真に収めた

もの）
※製造番号がある機器は、製造番号が確認できる写真もあわせて提出すること

・パッケージ版ソフトの場合：台数分のライセンス情報の記載がある画面キャプチャー等

・クラウド等の場合：利用開始連絡メールや利用証明書又は指定（登録）ログインの
ユーザーID、アカウント情報、契約したライセンス数、サービス開始日がわかるもの等を
提出 ※パスワードの提出は不要

４．履行確認書類（１）購入ツール等の写真

例：導入型ソフト

ライセンス情報
画面キャプチャー（台数分）+

例：VPN１台購入

箱から出した状態で、
機器全体が見えるように
撮影してください。

◆契約内容のご案内◆
お客様のご契約内容は以下のとおりです。
＜お申込み日＞××年×月×日
＜サービス名称＞●●クラウドサービス
＜ライセンス数＞3
＜サービス開始日＞××年×月×日
・・・

例：クラウドサービス

利用開始メールや
アカウント名一覧（課題解
決対象者分）

製造番号（シリアル番号）は
全ての機器（機器1台でも）
必須。

機器の写真
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番号 名称 入手方法・書類概要

② 委託の成果物（委託作業内容に関する説明資料）
※実績報告書の申請機器No.を記入してください
※委託完了届を合わせてご提出ください（詳細は、本資料の７頁
「３．実績報告書一式の作成（３）委託完了届」をご確認くださ
い。）

・VPN環境構築の場合
：設定した機器・環境を利用することが確認できる画面キャプチャー
※上記のほか、設定内容・設定値を確認できる資料・設定書、作業手順書、作業チェッ

クシート、テスト仕様書、結果報告等

・システム導入時の運用サポート（研修）の場合
：操作説明マニュアル等

４．履行確認書類（２）委託の成果物
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例：システム導入時の運用サポート（研修）

●●株式会社様

テレワークツール操作説明マニュアル

株式会社■■
作成日： ××年×月×日

・・・

操作説明マニュアルNo.6

※研修を実施した場合には、
研修実施日がわかる資料の提
出が必要です。

VPN設定情報

株式会社■■
設定日：××年×月×日

ルータ情報
型式：●●

VPN設定項目
・VPNプロバイダー ：Windows（ビルトイン）
・接続名：◆◆

・・・

例：VPN環境構築

設定が確認できる
画面キャプチャー
（台数分）

設定書（設定した値が
わかる資料）

※セキュリティに関する事項
（パスワード等）は黒塗り
してください

No.5

+

実績報告書（様式第7号）



番号 名称 入手方法・書類概要

③ 導入ツール等の利用状況確認資料 ・導入ツールがパソコン等にインストール又は設定され、使用したことが
確認できる画面キャプチャー

４．履行確認書類（３）導入ツール等の利用状況の確認資料

・今回の助成事業で整備したテレワーク環境を活用したことを確認するため、
課題解決対象者の最低１名が１回以上ツールを利用したことがわかる根拠資料が必要です。
下記を確認します。

①利用日が助成事業実施期間内の日付とわかる資料か

②利用者が課題解決対象者であるとわかる資料か

③（テレワーク時に）ツールを活用したことがわかる資料か

●①～③の不備不足で利用実績が確認できない場合、そのツール等の経費は助成対象外となります。
●対象者によって、テレワーク環境が異なる場合、それぞれのテレワーク環境を活用し課題解決したことがわかる実績
が必要になります。

●時間を遡って利用実績を取得できないツールもあるため、全てのツール等について利用記録を忘れずに記録してください。
●ご不明な点はお問合せください。※

※実績報告書類一式を受理後、審査を開始します。その前のお問合せ及び回答については、審査結果を保障するものではありません。
助成事業実施期間は支給決定日から４か月以内ですが、早めに取り組み、期間中に実績報告書を提出されることを推奨します。
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番号 名称 入手方法・書類概要

③ 導入ツール等の利用状況確認資料 ・導入ツールがパソコン等にインストール又は設定され、使用したことが
確できる画面キャプチャー

４．履行確認書類（３）導入ツール等の利用状況の確認資料

ツール利用状況の確認資料

14

事業実施期間中に
・接続中のクライアント一覧が表示された管理画面キャプチャー

・課題解決対象者が事業実施期間中に社内のファイルにアクセスしたことがわ
かる画面キャプチャー 等

例：業務ソフト導入の利用画面キャプチャー

No.4

②利用者の名前などがわかる

①利用日付まで
キャプチャーする

③ダウンロード
のみではなく、
該当ツールを
活用し業務を
行ったことがわ
かるもの 例：オンライン会議のキャプチャー

申請No.2,3

例：VPNルーター、NAS導入の場合

VPN

課題解決者A 課題解決者Ｂ 課題解決者Ｃ

NAS

↑・ABCは同じVPNとNASを共有しているので、最低一人分のVPN・
NAS使用実績が必要。

・各課題解決対象者に別のツール①②③を貸与しているため、各ツー
ルの使用実績が必要（３人分のツール使用実績が必要）。
※テレワーク時に使用した実績が必要となります。社内使用時のもの
を提出しないでください。

ツール①

例：VPN、NAS、ツール①②③をテレワーク環境として導入した場合

ツール② ツール③

「課題解決対象者の最低１名が１回以上ツールを利用したことがわか
る根拠資料」の考え方について



５．本助成金の詳細・お問い合わせ先

■「テレワーク定着促進フォローアップ助成金」に関するお問い合わせ先

公益財団法人東京しごと財団 企業支援部 雇用環境整備課 職場環境整備係
電話番号：03-5211-5200（平日9時～17時） ※平日12時～13時、土日・祝日、年末年始を除く

■テレワーク定着促進フォローアップ助成金 ホームページ
https://www.shigotozaidan.or.jp/koyo-kankyo/joseikin/follow.html

■テレワーク定着促進フォローアップ募集要項・申請様式のページ
https://www.shigotozaidan.or.jp/koyo-kankyo/boshu/06_follow.html

※実績報告書の作成にあたっては、必ず最新の令和６年度募集要項をご確認ください。
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